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グローバル化が著しく進んだ今日、企業は、国境を越えた多くのパートナーとビジネスを行
い、すべての人に経済成長とディーセント・ワークをもたらすことをめざす SDGs8（持続可
能な開発目標 8）の達成に、重要な役割を担っています。新型コロナウィルスの世界的大流
行により 3 億人以上の仕事が失われた今、ディーセント・ワークの重要性が注目され、持続
可能で強靭（レジリエント）な企業とサプライチェーンの構築が急務となっています。
企業が司令塔となり、国内外のすべてのビジネスパートナーを支援し、サプライチェーン全
体の労働環境を良好に保つことは、消費者、政府、市民社会のすべてから期待されており、
その期待に応えることは企業の責務となっています。働く人の権利を尊重することは、国連
の「ビジネスと人権に関する指導原則」と ILO の「多国籍企業及び社会政策に関する原則の
三者宣言（ILO 多国籍企業宣言）」の核となる原則です。働く人を大切にすることは、最終的
に企業の競争力の強化や持続可能性につながります。
国際労働機関（ILO）と公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員
会は、東京オリンピック・パラリンピック競技大会（東京 2020 大会）の準備・運営を通じ
てディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）を推進するためにパートナーシッ
プを結び、その一環として、「FAIR PLAY：東京 2020 大会パートナー企業 ディーセント・ワー
ク推進に関する取組事例集」（FAIR PLAY 事例集）を作成しました。ここで紹介されている日
本企業の先進的な取組事例をもっと多くの方に知って頂き、企業の社会的責任ある労働慣行
について理解を深めて頂くために、このたび一般社団法人日本経済団体連合会（経団連）の
ご協力を得て、FAIR PLAY 事例集のガイドブックを作成しました。
日本企業は、SDGs 達成を牽引する大きな力です。本書で解説する事例は、新型コロナウィ
ルスの世界的大流行以前に収集されたものですが、むしろ今現在とても参考となる内容でも
あります。ディーセント・ワーク促進への取り組みが、働く人の権利を守り企業パフォーマ
ンスの向上に結びついているということを、本書を通じて理解して頂けると思います。
経団連協力のもと発行された本書は、東京 2020 大会の持続可能性コンセプトである「Be 
better, together/ より良い未来へ、ともに進もう」を具体的に説明する試みでもあります。
日本企業が実践している好事例が、日本だけでなく世界各地で活動するさまざまな産業のあ
らゆる規模の企業に、新しい視点を与え、共に働く人の権利を守るために何ができるのかを
考えていくきっかけとなることを願っています。

国際労働機関（ILO）
企業マネジメントチーム　局長
ヴィック・ヴァン・ヴューレン

多くの日本企業は、事業活動を進めるなかで、さまざまな良い取り組みを行っています。し
かし言語上の制約もあり、そうした取り組みが世界の人々に知られていない現状があります。
FAIR PLAY 事例集は、ILO という国際機関が日本企業の取組事例をまとめた最初の資料であり、
日本企業はもちろんのこと、広く世界の方々に読んでいただきたいと思っています。このた
び同書の英語版 * が完成したのは、非常に意味のあることだと思います。また、近日中にこ
の解説書の英語版も作成されると聞いています。
本解説書は、国際労働基準に基づいた ILO 多国籍企業宣言の視点で FAIR PLAY 事例集を解説
したものです。日本の読者の中には本書を読み、それほど特別な取り組みではないという印
象を持たれる方もおられるかもしれません。多くの日本企業が、とくに ILO 多国籍企業宣言
の内容を知らなくても、そのエッセンスを知らず知らずのうちに当然のように取り入れてさ
まざまな取り組みを実践しています。必要だと思い自主的に行っている企業行動が、実は社
会的責任のある企業行動であり、まさにその点を ILO は事例として世界に紹介する価値があ
ると認めているのです。
経団連は、産業界として SDGs 達成に積極的に取り組むために、ILO 多国籍企業宣言の考え
方も盛り込んだ企業行動憲章を定め、責任ある企業行動の実践を求めてきました。この FAIR 
PLAY 事例集に記載された取り組みを実践していくことは、日本政府が策定した「ビジネス
と人権に関する行動計画」（2020-2025）において表明された政府から企業への期待にも対応
し、企業の国際的競争力と持続可能性の確保・向上に資することとなります。世界中の働く
人が新型コロナウイルスの世界的大流行の影響を受け、経済的に厳しい状況にあるなかで、
日本企業が引き続き責任ある企業行動を取ることで、多くの人の将来が明るいものとなるよ
う願っています。本解説書がその一助となるよう期待しています。

一般社団法人　日本経済団体連合会
労働法規委員会　国際労働部会長

市村　彰浩
* FAIR PLAY DECENT WORK FOR ALL THROUGH THE 2020 GAMES: Collection of Practices to Promote 
Decent Work implemented by Tokyo 2020 Partners
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社会対話とは政府・使用者※・労働者の代表が、経済・

社会政策に関わる共通の関心事項に関して行うあらゆる

種類の交渉、協議、あるいは情報交換を通じて、すべて

の人がディーセント・ワークを得る機会を促進すること

を目的とするものです。� ※使用者とは、経営者を意味しています。

日本語版 第5版 2017年

多国籍企業及び社会政策に関する

原則の三者宣言

＊	ILO多国籍企業宣言は、企業に、事業活動を展開する国
の政策、開発優先課題、社会的な目標に沿って事業を行
うことを求めています。

＊	そのためには、進出先の国の政府、使用者団体や労働者
団体と対話を行うことが必要です。

＊	対話を通じ、企業は事業活動と進出先の国の政府が掲げ
る政策目標との調和を図ることができ、事業の継続性を
高めることができます。

社会対話の概念は広く、政府、労働
者団体、使用者団体の三者間で行う
場合や、労使間で行う場合もありま
す。また、公式・非公式の協議や、
地域レベル、企業レベル、業種別に
行われる対話も、社会対話の形態の
一つです。社会対話は聞きなれない
表現ですが、昨今でいうステークホ
ルダー・コミュニケーションと類似
するものです。労働に関わるステー
クホルダーであるマネジメント（使
用者）や使用者団体、労働者や労働
者団体などとの間における対話と捉
えることができます。
日本企業では、労使が生産現場や職
場単位で丁寧に対話をすることが珍

しくなく、労使双方が相手を対等に
扱うという尊重の姿勢を持つ場合が
多いと言えます。他方、使用者側と
労働者団体の幹部との間で大きな方
針を決め、下部組織（実際の企業の
拠点や事業所）に展開するというトッ
プダウン方式で労使協議を行う企業
も世界では多くみられます。アジア
の主要国においても、使用者側と労
働者側の協調はあまり多いとはいえ
ないのが現状です。
社会対話は、異なる立場の人々が対
話を通じて相手の立場を理解し、共
に改善するために必要不可欠であり、
社会対話の重要性は、14 事例すべて
にあてはまります。サプライチェー

ン全体の労働環境の改善や、強制労
働・人身取引の排除のためには、サ
プライヤーと発注側企業や政府機関
との対話は欠かせません。労働者の
訓練や労働安全衛生、職場における
多様性の推進も、ステークホルダー
間の対話によって推進されます。国
の制度、産業や労働組合の組織化の
成熟度により、労使対話が難しい場
合もあるでしょう。本来であれば労
働組合を通じた対話が望まれますが、
場合によっては、労働組合に代わり
市民社会組織が実質的に労働者側の
主張を担うこともあります。

宣言チェック !

ILOビジネスのためのヘルプ
デスクでは、ILO多国籍企業
宣言で取り上げる労働に関す
るテーマについて、実際にあっ
た問い合わせに基づいたQ&A
を掲載しています。こちらをご
参照ください。

とくに
第10項、第11項、	
第16項、第44項、	
第47項、第63項
をご覧下さい。

社会対話

本解説本は、ウェブ版の利点を活用し、関連する資料にはリンクが張ってあります。
６つのトピックの説明ページには、ILO 多国籍企業宣言（宣言チェック！）と ILO ビジネスのため
のヘルプデスク、さらに該当する場合は「国際労働基準と持続可能性に配慮した調達ハンドブック」
などの資料へのリンクが張られています。表紙画像かアンダーラインをクリックしてください。

各事例の本文は、会社名の下にある（事例本文は、こちらをクリックして下さい）のこちらの上にカーソルを
合わせてクリックすると、読むことができます。

本書の読み方

労働CSRの原点～ILO多国籍企業宣言

持続可能性（サステナビリティ）がここ数年、企業経営に求められる重要事項として日本のニュースでも聞かれるようにな
りました。投資家や社会からCSR（Corporate Social Responsibility ：企業の社会に対する責任）やサステナビリティ、ESG

（Environment：環境 , Social：社会 , Governance：企業統治）について問われ評価されることが急増しています。しかし、
人権や労働を中心とする企業の社会的責任（Social）について、どのような方針を立てて企業行動にうつせばよいのでしょ
うか。また、国連の持続可能な開発目標（SDGs）や ILO の国際労働基準と原則、国連ビジネスと人権に関する指導原則、
OECDの多国籍企業行動指針などの国際規範、グローバル・コンパクトなどのCSRイニシアチブやISO26000 、業界団体が
進めるCSR調達基準など、さまざまな枠組みが頻出するなかで、企業はどのような時に何を参照すれば良いのでしょうか。

ILO の「多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言」（ILO 多国籍企業宣言）は、企業が取り組むべき責任ある持続
可能な労働慣行に関する指針です。初版は 1977 年に採択され、最新版（第 5 版）は 2017 年に改定されました。ILO 多国
籍企業宣言の原則は、国際労働基準に基づいています。そして、国連グローバル・コンパクト等の CSR 関連のイニシアチ
ブ、枠組や国際文書は、ILO の多国籍企業宣言に適合しています。企業は、労働と雇用に関して一貫性をもった指針を多
国籍企業宣言から得ることができます。（企業に向けられた原則の一覧表は、本書15ページに掲載していますので、事例解説を読む
際にご活用ください。）
ILO の国際労働基準や多国籍企業宣言の原則は、実践されてこそ意味があります。FAIR PLAY 事例集では、ディーセント・
ワーク推進に向けた以下の６つのトピックについて、具体的な企業の実践事例を紹介しています。

①社会対話　②労働安全衛生　③人づくり・技能形成　④強制労働の撤廃　⑤サプライチェーン　⑥職場における平等

本書は、まず各トピックの内容説明と企業に求められている行動を簡潔にまとめ、参考となる ILO 多国籍企業宣言の項を
紹介します。さらに、FAIR PLAY 事例集と一緒に発行された「国際労働基準と持続可能性に配慮した調達ハンドブック」
で参考となる箇所がある場合は、該当ページを紹介しています。そして各企業の事例のすぐれている点や学べる点は、 
よみどころで紹介し、実行できると思われることは実践ポイントにまとめました。以下の実践ポイントは、ほとんどの事
例に共通するもので、効果的な取り組みだと思われます。

	◎ 経営トップのリーダーシップ
	◎ 現場の声を聞いて方針を策定し、効果を確認するフォローアップ体制（社内 SNS を導入している例もあります）
	◎ 企業方針の積極的な開示
	◎ 同業他社、業界団体など幅広い関係者・ステークホルダーとの協力
	◎ 全社員を対象とした研修の実施

東京 2020 大会パートナー企業の 14 事例から、労使間の対話を通して現場の生産性・創造力が高まり、社会から認められ、
ビジネスが継続し発展していることが読み取れるはずです。14 の企業が苦労と工夫を重ねて実施している取り組みの実
践ポイントは、規模の大小を問わず、すべての企業にとって参考となるものです。
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実践ポイント

よみどころ

事例：トヨタ自動車株式会社

安全な労働環境を作り工場の生産性
を高めるのは従業員一人ひとりであ
るという考え方が、世界中の工場で
周知徹底され、労働者と上司との対
話が日々実践されていることがわか
ります。労働環境の向上が生産性の
向上につながっていることを示す事
例です。工場の製造現場では、機械
化やトヨタ生産システムが導入さ
れ、生産性向上が求められる中で、
自動化された製造ラインで発生する
不具合を人が見つけ、停止の判断が
できるよう、従業員一人ひとりの主
体的な力を重視しています。
労働安全衛生は会社の繁栄と労働条
件の改善に貢献するという考えのも

と、現場の従業員と上司のコミュニ
ケーションの徹底によって、迅速な
対策が取られています。
トヨタの労使は 1962 年に労使宣言
を調印し、「労使は互いに信頼し、
生産性の向上を通じて会社の繁栄と
従業員の労働条件の向上を図り、事
業を通じて地域の発展に貢献してい
くこと」を宣言しています。タイ、
インド、インドネシア、ブラジルで
も労使宣言を締結しています。
ここに至るまでの道のりは長く、苦
労を重ねてきたことが事例では触れ
られています。1950 年の経営危機
を乗り切るために行った従業員25％
の人員整理は大争議をもたらしまし

た。労使の信頼関係が損なわれ、そ
の後何年にもわたり繰り返された争
議は、会社の発展と従業員の労働条
件の向上にも支障をきたしました。
この原体験によって、「会社繁栄の
みなもとは人にあり、企業は労働条
件を改善し、従業員は生産性の向上
に協力する」という労使間の共通認
識が確立し、立場の違いを超えて会
社の繁栄に向け努力を積み重ねる行
動が定着しました。従業員にとって、
雇用の継続は何よりも大切であり、
より良い雇用の重要性は、新型コロ
ナウィルスの世界的大流行によって
世界中で再認識されています。

	Ķ タイムリーなコミュニケーションが大切
マネジメントと従業員という立場を超えて、業務の課題をタイムリーに話し合うことを常に推奨する。安全性向
上や健康で快適な職場環境の実現も、現場の業務改善の範囲に含める

	Ķ 現場の声を聞く手段を整備
従業員の提案や困りごとを聞く手段を設ける（例：メンバーズボイス活動 ー 従業員が改善案や困りごとを書き
込む連絡ノート）

	Ķ 共通認識に至るまで話し合う
経営陣と労働組合であらゆることを徹底的に話し合うことで共通認識を醸成する

	Ķ 労使の合意を明文化
宣言という形にすることで、双方が取り組みを主体的に行うことができる

徹底的なコミュニケーションを通じた生産性向上

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）

実践ポイント

よみどころ

事例：株式会社LIXIL

2011 年に国内の主要な建材・設備
機 器 メ ー カ ー を 統 合 し た LIXIL は、
労使対話を重視する経営方針のも
と、本社と労働組合が対話する労使
協議会に加え、支部やブロックレベ
ルでの労使協議会で、現場特有の課
題を協議しています。現場の声を吸
い上げて制度整備につなげている点
は参考となります。支部やブロック
レベルで、年に 3 ～ 4 回労使協議会
を開き、職種や地域の実状を踏まえ
た制度活用方法を議論しています。
また、労使協議会とは別に、労使が

重視するテーマであるワーク・ライ
フ・フレキシビリティについて労使
の検討委員会を立ち上げ、「従業員
が高いパフォーマンスを発揮し続け
られる柔軟な働き方」の実現に向け
て議論しています。どのような制度
が必要か、当事者の視点で議論し、
従業員の意見が反映された制度を整
備することで生活と仕事の両立を実
現させ、人材のつなぎ止めや社員の
キャリア開発につなげています。高
齢化が進む日本企業が直面する労働
力不足に備えることに加え、新型コ

ロナウィルスの世界的大流行によっ
て必要性が高まっている柔軟な働き
方への対応としても参考になる取り
組みです。
また、社内 SNS を導入し、経営トッ
プから発信したり、異なる職場で働
く社員同士が共通の関心事について
自由に意見交換が行える環境を整備
している点は、他の企業でも実践可
能な取り組みだと思われます。

	Ķ 現場の声を聞く
地域レベルでも労使協議会を開催し、実状にあった制度活用方法などを議論する。特に重視するテーマについて
は労使の検討委員会を立ち上げ、重点的に議論する

	Ķ きめ細やかなフォロー
従業員の満足度に関する調査を実施し、その結果をもとに部署レベルで所属長を交えて話し合い、職場環境の改
善に取り組む

	Ķ 社内SNSを活用
社内SNSを導入し、社員同士が組織や拠点を超えて共通の関心事（育児や介護など）について自由に話し合い、
困りごとや解決策を共有できる環境を整備する

	Ķ トップも積極的に発信
経営トップからの発信を強化し、社内コミュニケーションを活性化させる（トップによる経営情報の発信、社員
が直接意見を投稿できる仕組み）

定期的なコミュニケーションを大切に、職場環境の改善を推進

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）
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政労使三者に多国籍企業を加えた三
者プラス対話は、ILO が推進してい
る対話形態の一つです。
ILO は、日本政府の拠出により、ベ
トナムの労働行政、特に労働監督官
の能力強化と、現地工場の労働条件
と生産性の向上をめざすプロジェク
トを実施しました。対象とした電子
産業はベトナム最大の輸出産業です
が、その大半は日系企業をはじめと
する外資企業（多国籍企業）です。
多国籍企業が現地の労働市場に大き
な影響力をもつようになると、現地

の労働法制の策定について、国内の
政労使三者だけでなく、多国籍企業
の意見を参考にすることが望ましい
場合もあります。パナソニックは、
ILO プロジェクトの調査活動に協力
し、ベトナム工場で行っている労務
管理や労使対話の事例について情報
提供しました。その調査結果をもと
に ILO はベトナム政府、労使団体が
参加するハイレベル政策対話を実施
し、電子産業におけるさまざまな問
題への対応策を決定しました。そし
て「社会的責任ある労働慣行を促進

するためのベトナム電子機器企業連
合会」が設立され、多国籍企業とベ
トナム政府、労使団体との間の情報
交換や三者プラス対話の場として利
用されています。三者プラス対話
は、多国籍企業の本社のある国（多
くの場合日本をはじめとする先進
国）の政府や労使団体も含めた拡大
三者構成対話として実施される例も
あります。（「FAIR PLAY」コラム１、
34-35 ページ参照）

三者プラス対話とは

事例：株式会社パナソニック株式会社

よみどころ

この事例では二つの異なる形の社会
対話を取り上げています。一つは、
企業内の労働者と管理者の二者対話
であり、二つ目は国際機関の関与の
下での多国籍企業と政労使との対話

（「三者プラス対話」次頁参照）です。
ベトナム工場で、基本的労働条件に
加え日々の生活に関わることも、き
め細かに労使で対話することによ
り、労働者の主体者意識が高まり、
ウィン・ウィン関係を作りました。
その経験をベトナム政府、日系企業、

ベトナム商工会議所、ベトナム労働
総同盟、サプライヤー、ILOとも共有
し、社会対話を実践した好事例です。
日系企業の現地工場の労務管理責任
者にとって、進出先の労働法の整備
や施行状況のバラツキは悩みの種で
す。そのような中で、現地生産の最
適化のために、どのような労務管理
をすべきか、日々悩みながら進めて
いるのが実状でしょう。パナソニッ
クのベトナム工場では、基本的労働
条件に加え、健康増進や財産形成、

さらに食堂運営（メニューを決める）
などの会社のサービスについて、自
然発生的に現地従業員の意見を聞く
ようになった過程が紹介されていま
す。工場管理者の悩み解決の手段と
して生まれ、従業員との対話を場当
たり的なものに留めず、マネジメン
トの仕組みとして定着させたこと
で、継続した成果が出ていることは
注目ポイントです。

労働者との対話を通じたディーセント・ワークの推進

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）

実践ポイント

	Ķ 現地従業員の関心事を把握する
進出国・地域における自社工場の現地従業員の最大の関心事を把握し、それに対する要望や工場側の対応に関す
る不満を把握する。要望や問題点に対応することで、従業員のモチベーションを高める

	Ķ 継続的な対話を推進する
労働者と工場管理者の信頼関係を築くために、コミュニケーションの接点を増やし、継続的にきめ細やかに対話
する体制を確立する

	Ķ 国際機関のプロジェクトに協力する
ILOが推進するプロジェクトに自社の活動を共有することで、ベトナムの労働慣行や労働行政の改善に貢献し、
自社の取り組みを業界標準として定着させることもできる。これによって現地の産業競争力の底上げとサプライ
チェーンの強化にもつながる（強靭性の向上）

	Ķ 同業他社と協力する
進出先での取り組みに加え、日本国内では同業他社とともに業界共通の課題に対して、産業団体を通じて協議す
るなどの取り組みも重要。本事例では、一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）における、責任ある鉱物調
達を実現するための検討会の活動が紹介されている
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実践ポイント

よみどころ

事例：凸版印刷株式会社

本事例は、凸版印刷が複数の重大な
労災事故を経験したことが起点と
なっています。安全を最優先する
という経営トップの強いコミットメ
ントに基づき、方針や施策を盛り
込んだマネジメントシステムを導入
し、これらの活動が継続されていく
中で、社外にも共有するレベルにま
で発展したことがわかります。労災
発生件数の減少という成果につな
がっており、特に製造業にとって大
変参考になる事例です。日本国内で
体系化した取り組みを海外拠点にも
広め、サプライチェーンを含めた社
外の組織にも安全教育プログラムを
共有していることは注目ポイントで
す。

特に「安全道場」という研修の仕組
みは重要です。36 もの研修プログ
ラムがあり、安全管理の訓練プログ
ラムとしてマネジメントシステムに
組み込まれています。また、製造現
場に限らず、比較的リスクの低い職
種の安全対策も含まれています。労
災防止研修では、知識を教えるだけ
では研修内容が労働者の身につきま
せん。他方、事故をシミュレーショ
ンした教育で事故現場を追体験する
だけでは受講者の恐怖心をあおるば
かりで、解決・予防の効果は限定的
であるとの指摘もあります。凸版印
刷の安全道場研修では、事故を追体
験し、恐怖を実感したうえで、どう
したら予防できるのかという改善策

を自分で考えるプロセスに重点が置
かれています。これは、実際的で有
効なアプローチです。この研修を可
能にするのが「安全師範」の存在で
す。経験や知識のある師範が、解説
するだけでなく、参加者の興味を喚
起しながら議論を進めることで、理
解が深まり定着します。さらに、一
部の従業員が安全対策を理解してい
ないことが労働災害につながりかね
ない点を考慮し、この研修は、パー
トタイム労働者や派遣社員も対象と
しています。全従業員が会社の安全
衛生に対する本気度を理解し、参加
型の研修を受けていることは、非常
に大切です。

	Ķ トップのリーダーシップと継続した労使対話が大切
安全衛生対策は、日頃の労使間のコミュニケーションが不可決。経営トップが現場に働きかけ、現場は日々の安
全対策を徹底して行うことが求められる。凸版印刷では毎月の役員会で一日以上の労災休業事案について原因と
対策を確認している。トップが常に関心を持ち関与していることが、全社の安全衛生の理解と徹底につながって
いる

	Ķ 研修は全従業員を対象とする
安全研修の対象をすべての従業員とすることで、全員参加の安全対策が徹底される

	Ķ 労働安全衛生マネジメントシステムを確立・実施することは労災事故の予防に効果的

労災事故の疑似体験を通じて安全衛生意識を高め、…
事故を予防する文化を構築する

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）
ILO多国籍企業宣言は、企業に対し、すべての職場で最

高水準の安全と健康を確保することを求めています。そ

れは従業員の人命を守り、従業員の健康を確保し増進す

るために不可欠な対策です。

＊	第44項：労働者、使用者団体、労働者団体、所管省庁など権限のあ
る機関に対し、新しい生産品と工程の導入によって生じる危害とその保
護措置を周知することが求められています

＊	第46項：適当な場合は、安全衛生に関する事項を労働者代表・団体と
の協約に含めることが求められています

多国籍企業は、進出先の国で操業す
る際、労働安全衛生に関する事項を
労働協約に入れることで、現地の労
働者の安全と健康の確保・推進に貢
献することが期待されます。
明確な企業方針とそれに基づくマネ
ジメントシステムにより、労働安全
衛生が継続的に改善されていること
が重要です。労働安全衛生マネジメ
ントシステムの主な要素は、リスク

アセスメントとリスク軽減対策、そ
れを実行するための計画作成、実施
および評価であり、労働者の参加は
システム全体を通して不可欠です。
事業場の全ての有害要因（騒音、危険・
有害物質、機械安全、重労働・危険
作業、ストレスなど）のリスク評価
が求められるほか、防火対策や訓練
を含めた事故および緊急事態への対
応・予防計画、作業環境管理、労働

衛生管理、労働者への情報提供とト
レーニングなども重要です。
安全や健康のリスクや必要な改善策
は、業種や業態、さらに労働者個人
によっても異なります。また、自社
内の整備に加え、サプライチェーン
における労働安全衛生状況を確認し
ておくことも大切です。

『国際労働基準と持続可能性に配慮した調
達ハンドブック』の現場の労働安全衛生の
確認（48 ページ）をご参照ください。

宣言チェック !

労働安全衛生

ILOビジネスのためのヘルプデ
スクでは、ILO多国籍企業宣
言で取り上げる労働に関する
テーマについて、実際にあっ
た問い合わせに基づいたQ&A
を掲載しています。こちらをご
参照ください。

労働安全衛生マネジメントシステムを構築する際、労働安全衛生の企業方針を確立し、
PDCA サイクル（計画 (Plan) → 実行 (Do) → 評価 (Check) → 改善 (Action) ) に従って安全衛生
対策が継続的に実施されていることが大切です。凸版印刷はトップが陣頭指揮をとり、会社
の経営方針として定めています。また、労働者がすべてのステップに参加・関与することが
重要です。職場の社会対話とも表現できます。大企業に限らず中小企業においても、労働安
全衛生のマネジメントシステムを確立する必要があります。経営トップが「安全第一」と掛
け声をかけるだけでなく、事故による経営的な損失を含めたリスク（休業補償、行政からの
改善命令や業務停止命令、顧客からの取引停止など）について、工場の責任者とも共有し、
労災ゼロに向けた活動が現場で定着するよう働きかける必要があります。

労働安全衛生に関する取り組みを改善するためのツールとして、� ILO 労働安全衛生マネジメントシステ
ム・ガイドライン（英文）もご活用ください。

日本語版 第5版 2017年

多国籍企業及び社会政策に関する

原則の三者宣言
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実践ポイント

よみどころ

事例：株式会社ブリヂストン

世界で事業を展開する一方で、地域
に根差した人材育成を実行している
ブリヂストンのグローカル（グロー
バル x ローカル）な経営姿勢がうか
がえます。グローバルな CSR 体系の
柱の一つとして『People（一人ひ
とりの生活）』を掲げ、『次世代の学
びを支える』ことをグローバルで取
り組む共通のテーマとしています。
具体的な実施内容は、現地法人が各
国の社会課題に応じて決め、社員が
企画し実際の職業訓練の指導を担当
しています。これらの活動は労働時
間として認められるなど、現地で主
体的に取り組み継続するための仕組
みを導入していることも注目ポイン
トです。従業員だけでなく、取引先

や地域住民など経済的に困窮した状
況にある人々や失業者にも広く職業
訓練・教育を提供し、就業能力（エ
ンプロイアビリティ）を高める活動
を実施しています。本事例では、イ
ンドネシア、アルゼンチン、イン
ド、フランス、中国におけるユニー
クな取り組みを紹介し、それが会社
にとっても利点があったことが示さ
れています。インドネシアでは、貧
困家庭出身者も学べるように授業料
と生活費は２年間無料、卒業生の半
分以上がブリヂストンに就職するな
ど、優秀な人材確保につながってい
ます。フランスでは、若年失業者の
高止まりという社会課題に対し、失
業者を対象にした技能習得プログ

ラムを現地 NGO と協力して提供し、
修了者には政府が認証書を与えてい
ます。
ブリヂストンは、職業訓練・教育の
機会提供を持続可能な事業経営の中
核的な要素として位置づけ、従業員
や技術者だけでなく、地域の人々も
対象として訓練機会を提供し、より
良い雇用機会の創出に貢献していま
す。その活動は、きちんとした品質
の製品を作ることのできる優秀な人
材を確保するというビジネスニーズ
にもつながっています。企業が教育
訓練を広く行うことで、自社の人材
確保に加えて社会全体の人材育成に
貢献している好事例です。

	Ķ テーマを決めて取り組む
次世代の学びを支え、進出先の雇用機会創出に貢献するという姿勢を明確に打ち出し、現地のニーズを踏まえて
人材育成に取り組む

	Ķ 現場にまかせる
人材育成や訓練に関する経営方針と、それを推進するための仕組みを明確にした上で、各国の現地法人に具体的
な企画・実施は任せ、現地の社会的課題に対応したプログラムを展開する

	Ķ 事業実施地域との良好な関係を築く
現地の人材育成に貢献することで、現地の産業競争力の底上げやサプライチェーンの強化（強靭性の向上）にも
つながり、現地政府ともウィン・ウィンの状況が得られる

	Ķ 人づくりは事業活動の根幹
採用した現地従業員がすぐに離職すると、採用や訓練の費用が常に必要となる。良質な職業訓練を提供すること
は、従業員の満足度を高め、スキルの向上に意欲のある優秀な従業員の定着につながる

職業訓練・教育を広く社会に提供し、よりよい雇用の創出に貢献

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）

技術革新やグローバル化などがもたらす大きな変化の中

で、すべての働く人が生涯教育を通じて新たな技術や業

務への適応を図ることができる環境づくりが大切です。

ディーセント・ワークを実現し維持できるように、政府

や使用者は、働く人々に対し、生涯教育の機会の提供な

どを通じた継続的な人づくりを推進することが求められ

ています。

＊	ILO多国籍企業宣言では、多国籍企業に対して、受入国の政府や地
域機関、労使団体と協働し、現地の従業員に現地政府の開発政策に
沿った訓練を提供し、技能開発・人材育成と職業訓練に取り組むこと
を求めています。また、現地管理職者に対して経験向上の機会を提
供することが奨励されています。第37項から第40項をご覧ください。

仕事の未来に向けた ILO 創設 100 周年
記念宣言（2019 年採択）では、働く
すべての人が変化する仕事の世界が
もたらす機会に対応できるよう、効果
的な生涯学習と質の高い教育を提供
することの重要性を強調しています。

宣言の参考資料として作成された報
告書（30-31 ページ）では、生涯学習
の普遍的権利の公的な承認と、効果
的な生涯学習制度の確立を提唱して
います。生涯学習には、幼少期の基
礎教育から成人後の学習（基礎的技
能、社会技能・認知技能、特定の業務・

職業・分野に必要な技能など）、さら
に社会に参加するために必要な能力
の開発も含まれています。
2021 年の ILO 総会でも、技能と生涯
学習に関する一般討議が議題となっ
ています。

宣言チェック !

人づくり・技能形成

ILOビジネスのためのヘルプ
デスクでは、ILO多国籍企業
宣言で取り上げる労働に関す
るテーマについて、実際にあっ
た問い合わせに基づいたQ&A
を掲載しています。こちらをご
参照ください。

急速に変化するグローバルなデジタル経済において、技能への投資は重要性を増しています。ま
た、新型コロナウィルスの世界的大流行は、仕事の世界におけるデジタル技術の重要性を明らか
にし、この分野での人材育成が急がれています。（ILOは日本政府の拠出により「ICTにおける仕
事の未来」プロジェクトを実施しました。調査報告書などはこちらをご覧ください。）

仕事の未来に向けた	
ILO創設100周年記念宣言

仕事の未来世界委員会報告書
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https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/image/wcms_761359.pdf
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https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_715346.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_664753.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_577671.pdf


強制労働とは、処罰の脅威によって強要されたり、自ら

が任意に申し出たものではない労働やサービスを指しま

す。処罰の脅威には、暴力のような直接的なものもあり

ますが、違法就労労働者に通報すると脅すようなケース

もあり、その実態は多様でわかりにくく、問題をより複

雑にしています。
2016年時点のILOの推計（『現代奴隷制の世界推計：強制労働と強制結婚』）では、強制労働の被害者は4030万人、そのうち
71％は女性と少女で、被害者の4人に一人は子どもです。また、1600万人は民間部門で働かされ、作業の種類がわかっている
成人被害者のうち、18％は建設業、15％は製造業、11％は農林水産業で働かされています。

＊	ILO多国籍企業宣言の第10項は、2017年の改定で新たに加えられたもので、
国連のビジネスと人権に関する指導原則（2011年）に言及しています。特
に第10項(d)では、企業は「国際的に認められた人権に関連する実際の及
び潜在的な悪影響を特定、予防、緩和するとともに、自社がこれにどのよう
に対処するかについて責任を持つため、詳細な調査（デュー・ディリジェンス）
を実施すべきである」こと、(e)では「実際の又は潜在的な人権への悪影響
を特定、評価すべき」であるとし、さらに、「この過程には、潜在的に影響
を受けかねない集団のほか、労働者団体を含め、該当する企業の規模並び
にその事業の性質及び内容から見て適切な利害関係者との有意義な協議を
含めるべきである」としています。第10項のほか、第11項、第19項、第30項、
第 38項、第44項もご覧ください。

強制労働の禁止は、ILO が中核的労働
基準と定めた 4 分野（残りの 3 分野は、
児童労働の禁止、雇用・職業におけ
る差別の撤廃、結社の自由・団体交
渉権の承認。各分野 2 条約、合計８
条約が中核的労働基準）の一つです。
該当する条約は 8 つです。この 8 条約
は基本的な労働者の権利を守る上で
非常に重視されており、ILO 加盟国は、
これらの条約で定められた基本的権
利に関する原則の尊重、促進、実現
に向けた義務を負いその推進に努め
るよう求められています。立法やガ
バナンスが一定の水準に達していな
い国やビジネス環境で操業する企業

は、現地の法令遵守にとどまらず、
これらの基本的な労働原則を尊重し
た企業活動を行うことが重要です。
合法的に活動している企業が直接強
制労働問題を引き起こすことはない
でしょう。しかし、サプライヤーを
含むビジネス関係を通じて間接的に
強制労働に関与する可能性はありま
す。そのため人権デュー・ディリジェ
ンスを実施することが重要です。具
体的には、企業活動に関連して発生
する可能性のある人権への悪影響（潜
在的なものを含め）を特定し、改善
するための取り組みを行い、継続的
に活動を評価し、情報公開すること

が大切です。その過程においては、
適 切 な 利 害 関 係 者（ ス テ ー ク ホ ル
ダー）と協議（社会対話）すること
が重要です。自社内だけで把握でき
る情報に基づいて判断するのではな
く、自社のサプライチェーンを取り
巻くステークホルダーとの対話を通
じて、現状を把握し対策を検討する
ことが大切です。

宣言チェック !

強制労働の撤廃

ILOビジネスのためのヘ
ルプデスクでは、ILO多
国籍企業宣言で取り上げ
る労働に関するテーマ
について、実際にあった
問い合わせに基づいた
Q&Aを掲載しています。	
こちらをご参照ください。

『国際労働基準と持続可能性に配慮した
調達ハンドブック』の中核的労働基準（15
ページ）、あらゆる形態の強制労働の撤廃
（18ページ）、どのようにして企業は強制
労働の撤廃に貢献できるでしょうか？（19
ページ）、労働に関するデュー・ディリジェ
ンスの実施（25ページ）をご参照ください。

一般方針

○ 国家の主権を尊重し、国家の法令に従い、国際基準を尊重すること［第8項］ 
○ 労働における基本的原則及び権利の実現に貢献すること［第9項］ 
○ 結社の自由及び団体交渉、労使関係及び社会対話が果たす中心的な役割を踏まえて、人権デュー・ディリジェンスを

実施すること［第10項］ 
○ 企業の事業活動が受入国における開発の優先度と合致するよう、政府、使用者団体及び労働者団体と協議すること
［第11項］

雇用

○ 政府の雇用政策及び政策目標を考慮しながら、雇用機会の増進及び雇用水準の向上に努めること［第16項］
○ 活動を開始する前に、その雇用計画ができる限り国家の社会開発政策と調和を保つように、権限ある機関及び国内の

使用者及び労働者の団体と協議すること［第17項］ 
○ 受入国の国民の雇用、職業的発展、昇格及び昇進を優先すること［第18項］ 
○ 直接的及び間接的に雇用を創出する技術を利用すること、また適切な技術開発に参画し、技術を受入国のニーズ及び

特色に適合させること［第19項］ 
○ 事業活動実施地域における調達、現地での原材料加工及び部品及び設備の現地生産を通じて現地企業との連携を構

築すること［第20項］ 
○ インフォーマル経済からフォーマル経済への移行に貢献すること［第21項］ 
○ 公的社会保障制度を補完し、その更なる発展に寄与すること［第22項］ 
○ 自社の事業における強制労働の禁止と撤廃を確保するための即時かつ効果的な措置を講じること［第25項］ 
○ 就業の最低年令を尊重し、最悪の形態の児童労働の禁止及び撤廃を確保するための即時かつ効果的な措置を講じる

こと［第27項］ 
○ 差別禁止の原則に則り、資格、技能及び経験を、労働者の採用、配置、訓練及び昇進の基礎とすること［第30項］ 
○ 労働者に対して安定した雇用を与えるよう努め、雇用安定及び社会保障に関して自由な交渉の結果負担した義務を

遵守し、事業活動の変更にあたり合理的な予告を行い、また恣意的な解雇を避けること［第33-34項］

訓練

○ 企業自体のニーズ及び国の開発政策に応じ、雇用されているすべてのレベルの労働者に対して訓練を提供すること 
［第38項］ 
○ 技能の習得、生涯教育、技能開発及び職業訓練を奨励するための諸計画に参加し、熟練技能者を育成すること［第39項］ 
○ 企業の現地管理者に対し経験向上の機会を企業内で提供すること［第40項］

労働条件・
生活条件

○ 事業遂行に伴って、関係国における類似の使用者が提供するものと比較して不利でない賃金、給付及び労働条件を提
供すること、その際に一般賃金水準、生活費、社会保障給付、経済的要素、生産性のレベルを考慮すること［第41項］ 

○ 職場の安全衛生について最高の水準を維持すること、新しい生産品及び工程に関係する特別な危害及びこれに関連す
る保護措置を周知すること、他国における好事例に関する情報を提供すること、及び産業安全の危害の要因分析につい
て主導的役割を果たすこと［第44項］ 

○ 安全衛生に関する国内及び国際機関、国内当局、労働者及び労働者団体と協議の上、安全衛生に関する事項を労働者代
表との協約に含めること［第45-46項］

労使関係

○ 自社の事業の遂行を通じて、労使関係の基準を遵守すること［第47項］ 
○ 結社の自由及び団体交渉権を尊重し、有意義な交渉のために必要な便宜及び情報を提供すること［第48,57,61項］ 
○ 代表的な使用者団体を支持すること［第50項］ 
○ 労使双方の関心事項について、定期的に協議を行うこと［第63項］ 
○ 救済のための効果的な手段を提供するようビジネスパートナーに働きかけること［第65項］ 
○ 適切な手続に従い、労働者の苦情を審査すること［第66項］ 
○ 労働者の代表及び労働者団体と協力して、任意調停制度を設立するよう働きかけを行うこと［第68項］

　ILO 多国籍企業宣言は、多国籍企業、政府、使用者団体、および
労働者団体に対し、責任ある持続可能な労働慣行に関する指針を
国際労働基準から導き出される原則に基づき提供するものです。

　多国籍企業であれ国内企業であれ、また大企業か中小企業にも関わ
らず、すべての企業が参考とするべきものです。
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実践ポイント

よみどころ

事例：全日本空輸株式会社

全日本空輸（ANA）は、日本企業
の中でも早い段階で、グループ全体
で人権推進を迅速に進める決定を行
い、日本企業として初めて人権報告
書を発行しました。社長のリーダー
シップのもとでビジネスと人権を推
進していくことを内外に示し、積極
的にさまざまな関係者と連携し、取
り組みを発展させています。人権
デュー・ディリジェンスを実施し
て、優先的に対応する人権テーマを
絞り込みました。テーマの一つであ
る日本における外国人労働者につい

ては、第三者機関に調査を依頼し、
労働環境の確認を進めています。ま
た重要課題である人身取引は、航空
機が被害者の移動手段となっている
実態があるため、特に力をいれて
取り組んでいます。客室乗務員が疑
わしい事例を発見した場合、出入国
在留管理庁に通報する独自の手順を
策定したことは重要です。これは人
身取引に加担しないための対策で
す。人身取引防止のためのプログラ
ムを提供している米国の NPO を招
いたワークショップを開催し、同業

他社や関連省庁、国連機関や NGO・
NPO にも声をかけて参加してもら
うなど、幅広い関係者との協働活動
を推進しています。人権に関する理
解を高めるために、全社員に向けた
e ラーニングを、毎年テーマを変え
て実施するなど、息の長い取り組み
を続けるとともに、人身取引防止に
向けたコレクティブ・アクションを
推進している点は、大いに参考とな
ります。

	Ķ 積極的に情報を開示して関係者との連携を深める
完全ではなくても取り組んでいることを開示することが重要との考えのもと、積極的な対話や情報開示を行うこ
とで、国内外の関係者との連携が生まれ、得られる知見をもとにさらに取り組みを発展させる

	Ķ 透明性を高めるために第三者機関とも協力
経営トップが人権方針と声明を公表し、人権リスクを特定し、必要であれば第三者機関に調査を委託して実態把
握に努める

	Ķ 継続的な社内研修
全社員向けにeラーニングを実施することで従業員の当事者意識や人権尊重への関心が高まる

	Ķ ステークホルダーとの連携
人身取引に関しては、コレクティブ・アクション*の必要性を認識し、多くのステークホルダーと連携して取り
組みを進める

*新型コロナウィルスの世界的大流行の結果、現地に行って調査することがむずかしくなっています。先進的な取り組みをしてい
る同業他社や労働組合、強制労働問題に詳しいNGOなどと協力して活動することが重要となっています。

人身取引防止に向け、コレクティブ・アクションを実践

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）

よみどころ

事例：味の素株式会社

味の素は、役員層を含めた人権専門
委員会を社内に設け、人権に関する
グループポリシーを策定し、事業の
人権リスク評価を実施するなど、継
続的に経営トップが主導する体制を
確立しています。企業のサプライ
チェーンにおける強制労働や児童労
働などの人権問題に対しては、欧米
の NGO などから是正を求める声が
年々高まっており、トップが関与し
すぐに対処できる体制づくりは、海
外に加工工場をもち、原材料を調達
している多くの企業にとって参考と
なる取り組みです。リスク評価に基
づいてリスクが高い国や優先課題を
特定し、実地調査を行っている点も
優れています。このような一連の人
権デュー・ディリジェンスの過程に

おいて、多くの外部の関係者と対話
し、現地を視察していることは大切
です。
同社が高リスク国と抽出したタイ
は、特に隣国のミャンマーからの移
民労働者への依存が高く、さまざ
まな人権問題が起きやすいサプライ
チェーン構造となっています。そ
の中で、同社のサプライヤーが導入
している苦情処理の仕組みは多くの
企業にとって参考となる取り組みで
す。これはスマートフォンのアプリ
やSNSを活用して労働者の声をくみ
取るもので、現地の NGO が運営し
ています。移民労働者からの通報を
労働者の母国語で受け付け、それぞ
れの問題に対応した措置が取られて
います。現地の NGO との協働によ

る迅速な対応を後押しし、移民労働
者の権利保護を推進していく姿勢が
述べられています。同社は、日本国
内のサプライヤーについてもモニタ
リングを実施し、啓発活動を行って
います。このように、サプライヤー
の実態を把握するために NGO と連
携することも重要です *。本事例で
は工場の労働者代表や労働組合につ
いて触れられていませんが、従業員
や組合と直接話すことも大切です。

*『国際労働基準と持続可能性に配慮し
た調達ハンドブック』労働問題に関する
第三者へのアプローチ（対話）を参照
してください（50ページ）。市民社会組
織と労働専門家が、現地の労働条件に
関する貴重な情報を提供することがあり
ます。

	Ķ 経営トップのリーダーシップのもとでリスクの評価と対処を決定
経営トップが継続的に関わる体制を整え、人権方針を策定し展開する。人権リスクが高い国やサプライヤーを特
定し、現地を実際に調査し、人権リスクが起こる背景を理解する

	Ķ 現地の声を聞く仕組みを構築
本事例では、現地のNGOとの連携・協働が大きな成果をあげている。可能であれば、現地の労働者の代表また
は労働組合と直接対話をすることも大切。労働者の代表や労働組合との対話が難しい状況にある場合は、その工
場や現地の事情をよく知っている第三者組織や、現地の労働者と直接対話しているNGOの情報を活用する

	Ķ 迅速に適切な対策をとる
人権問題に関しては、緊急性の高い被害者を特定し適切に対処することが重要。その対策は、自社ができること、
サプライチェーンや業界でできること、NGOや市民社会と連携してできることなど、さまざまなネットワークを
活用し最適な方法で対応する

強制労働の排除に向けて人権デュー・ディリジェンスを推進

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）

実践ポイント

強制労働の撤廃 : 事例　1817　強制労働の撤廃 : 事例

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/image/wcms_761368.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_735666.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_735666.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/image/wcms_761367.pdf


実践ポイント

よみどころ

事例：日本コカ・コーラ株式会社

日本コカ・コーラは、日本国内の調
達において、米国本社ザ・コカ・コー
ラカンパニーが策定したサプライ
ヤー基本原則で示された人権や労働
条件、職場環境などに関する行動原
則に基づいて監査を実施しています

（第三者監査。監査対象は、取引額
が一定以上ありブランド毀損リスク
の高い調達先を選定）。サプライヤー
の改善に向けた取り組みを後押しす
るために、サプライヤー基本原則実
施ガイドを作成して公開し、監査の
ポイントや取組事例を共有するワー
クショップを開催しています。ワー

クショップは参加する中小企業に
とって、法改正の動向や自社の取り
組みについて情報交換する有益な機
会となっています。監査で指摘され
る事項の大半が労働時間の管理や賃
金の支払いに関するもので、改善に
向けた啓発活動も行われています。
また、生産者支援活動として、生産
管理能力向上のための研修なども実
施しています。さらに持続可能な農
業を推進するため、茶葉農家との
信頼関係を築き、基本原則の認証付
与を推進しています。海外のグルー
プ会社では、販促景品の製造委託工

場で児童労働が発覚し、契約中止と
なった事例があり、サプライヤーに
社会的責任を重視した労働慣行を促
していくことは、ビジネス上必要な
ことでもあります。このように、コ
スト、品質、納期の管理だけでなく、
サプライヤーで働く労働者の権利や
労働条件も考慮した持続可能なサプ
ライチェーン・マネジメントは、結
果として企業の生産性向上や競争力
向上につながっています。

	Ķ サプライヤー基本原則の策定
人権や労働条件、職場環境などを含めた基本原則を策定し、継続して監査を実施することで、原則を遵守するよ
う働きかける

	Ķ 監査を受けるサプライヤー支援
監査でチェックする事項をまとめた実施ガイドを作成し、ウェブサイトで公開。サプライヤーを対象としたワー
クショップも開催

	Ķ 生産者支援と雇用創出
主要農産原料を生産する生産者を支援し持続可能な農業を推進。グローバルな事業として女性の生産者を重点的
に支援

	Ķ グローバル企業では途上国への支援プログラムを実施
中米エルサルバドルでは、サトウキビ畑で働く子どもたちに教育の機会を提供するプログラムを関係者と協力し
て実施し、ILOの児童労働プラットフォームにも参加（米国本社）

国内で取り組むサプライヤー監査と原料生産者支援

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）

経済のグローバル化により商品やサービスの生産、流通、

販売は国境を越え、サプライチェーンは世界中に広がり、

新興国では雇用創出により経済社会が発展する機会が提

供されました。しかし、過度の競争が進んだことや、新

興国の労働法整備と労働監督行政が伴わないこともあ

り、長時間労働や賃金未払いなど労働条件悪化のリスク

が高まっています。

日本でも海外から来た労働者のパスポートを取り上げたり、人権侵害やハラスメントなどの労働問題が報告されています。

自社が直接関与していなくても、多くの企業は国内外の広範なサプライチェーンでつながっており、調達先で強制労働や

児童労働による搾取が行われている可能性があります。ESG投資や評価、SDGsへの関心が高まる中、多くの人権NGO

が企業の人権侵害問題を指摘し改善を求めるケースが増えています。サプライヤーの劣悪な労働条件が社会問題化すると、

原材料の調達や生産がストップしたり、不買運動が起きるリスクがあります。労働条件や人権問題に配慮した持続可能な調

達を行うことは、投資家からの評価を高め、安定した企業経営につながり、持続可能な社会の実現に貢献します。

＊	第10項：企業は人権リスクを測定するため、自社の活動に加え、取引
関係の結果として関与する可能性のある、人権への悪影響を特定、評価
すべきであるとし、サプライチェーンを含めた人権デュー・ディリジェン
スが求められています。さらに、結社の自由と団体交渉、労使関係と社
会対話が果たす中心的な役割を配慮して、人権リスクを測定することも
求めています。

＊	第32項-第36項＜雇用の安定＞� 	
2020年の新型コロナウィルスの世界的大流行の結果、多国籍企業がサ
プライヤーとの契約を終了する例が多発し、現地経済や雇用に打撃を与
えています。経済基盤が脆弱な途上国への影響の大きさを認識し、適切
に対応することが求められています。

＊	第44項：多国籍企業は、安全衛生について最高の水準を維持すること
が求められています。なお、サプライチェーン・マネジメントにおいては、
現場の労働安全衛生対策を確認することで、サプライヤーの経営能力を
公正に評価することができます。

国際労働基準と持続可能性に配慮し
た調達ハンドブックの第 2 章は、国
際的なルールやグローバル企業の好
事例を参考に、サプライチェーン・
マネジメントの進め方を解説してい

ます。日本企業の方にはあまり馴染
みのない考え方もありますが、国際
基準に則ったサプライチェーン・マ
ネジメントは、結果として企業の業
績に良い影響を与えます。特に、付

加 価 値 を 創 造 す る に は 何 が 必 要 で
しょうか？（34 ページ）、ビジネス
に役立つ労務管理（35 ページ）、労
働問題に関する第三者へのアプロー
チ(対話)（50ページ）を参照ください。

宣言チェック !

サプライチェーン

ILOビジネスのためのヘルプ
デスクでは、ILO多国籍企業
宣言で取り上げる労働に関す
るテーマについて、実際にあっ
た問い合わせに基づいたQ&A
を掲載しています。こちらをご
参照ください。
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多国籍企業及び社会政策に関する

原則の三者宣言

サプライチェーン : 事例　2019

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/image/wcms_761358.pdf
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https://www.ilo.org/tokyo/helpdesk/questions-answers/lang--ja/index.htm
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_577671.pdf


実践ポイント

よみどころ

事例：株式会社明治

本事例の最大の特徴は、カカオ豆の
現地生産者と直接コミュニケーショ
ンをとり、それを継続している点で
す。明治にとって、サプライチェー
ンにおける一次サプライヤーは輸出
業者や商社ですが、その先にいる現
地生産者と直接対話し、ニーズを把
握して支援し、生産者の信頼を得る
ことに成功しています。主原料であ
るカカオ豆の品薄懸念が発端とな
り、安定調達を実現するためには生
産者支援が重要であるとの認識か
ら、インフラ整備の支援にはじまり、
栽培技術の指導や、安全や健康につ
いて学ぶ勉強会の開催へと支援の内

容を進化させている好事例です。支
援は農家の収入増に直接つながるも
のに発展し、適切な管理をすること
で収穫量が増やせることを理解して
もらったり、高品質のカカオ豆を生
産するための発酵指導を行ったり、
より高度なサポートを行い、現地の
生産者から高い信頼を得ている点は
注目されます。
１社でできることには限りがあると
いう認識のもと、100 社以上の関連
企業がメンバーとなっている世界カ
カオ財団に加盟し、世界各地のカカ
オ農家支援活動に参画するなど取り
組みを拡大している点も大切な活動

です。明治が参画している国際的な
プログラムでは、西アフリカの対象
農家の収穫量を大幅に増加させる成
果が得られています。
明治は人権を尊重した労働環境の確
保とカカオ生産地域の環境保全を重
視する会社の姿勢を明確にするた
め、カカオ調達ガイドラインなど会
社の方針をまとめ公開しています。
企業活動を取り巻くさまざまな社会
課題を解決するための取り組みが期
待されます。

	Ķ 主原料の安定調達の鍵は生産者支援
可能であれば直接現地生産者と対話し、安全指導、インフラ整備や生産技術指導など、現地のニーズに基づいた
支援を継続して行う

	Ķ 会社の方針を明確に打ち出す
持続可能な調達をめざした会社の方針を策定し、周知する

	Ķ 生産地を国際的なネットワークで支援
カカオ生産地が抱えるさまざまな問題は個社で解決できないことも多い。マルチ・ステークホルダーによる集団
的取り組みで、課題解決のために力を合わせることも重要

	Ķ サプライチェーンのTier（階層）を超えて働きかける
一次サプライヤーの先にいるサプライヤー（生産者）を直接指導する

カカオ豆生産者支援で持続可能な調達をめざす

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）

実践ポイント

よみどころ

事例：株式会社アシックス

スポーツ国際大会をきっかけに、国
際 NGO と労働組合が世界の大手ス
ポーツ・アパレルブランドの生産現
場で働く労働者の待遇改善を訴える
キャンペーンを展開したことで、ア
シックスではサプライチェーンにお
ける人権対策の重要性が認識されま
した。経営トップが旗振り役とな
り、CSR 部門と生産部門が連携して
サプライチェーンの CSR 管理システ
ムを構築しました。すべてのサプラ
イヤーに対して、同社が定める行動
規範と管理方針への誓約を要請し、
実際の対応状況を確認するため監査
を実施しています。サプライヤーに

改善を求めるだけでなく、労務管理
や職場の安全衛生などについて研修
や情報を提供することで、取引先の
自主的な改善を支援しています。し
かし監査を実施しても労働関連の問
題がゼロになることはなく、2014
年に日本企業として初めて ILO のベ
ターワーク・プログラムへの参加を
決断しています。このプログラム
は、アパレル産業のグローバル・サ
プライチェーンにおける労働条件の
改善と企業競争力の向上をめざすも
ので、企業が法令や基準を遵守でき
るよう支援し、労使間の協力・対話
を通じた労働条件の改善を実現する

ための能力開発支援を実施していま
す。研修プログラムへの参加に制限
がないため、アシックスのサプライ
ヤー全体、さらには二次サプライ
ヤーにも参加を呼びかけ、サプラ
イチェーン全体でのディーセント・
ワーク促進に努めていることは重要
です。一連の活動の成果として、工
場内火災や事故防止、工場の労働者
との対話から導入された縫製技能育
成プログラムにより、生産性が向上
したことも紹介されています。

	Ķ 会社トップが関与して制度を確立する
経営陣がしっかり関与し旗振りを行う。CSR部門と生産部門が連携してサプライチェーン管理システムを構築・
実施する

	Ķ 改善要請だけではなく、研修や情報提供を通じたフォローアップ
監査の結果みつかった課題については、緊急度や労働者へのインパクトの強さに応じて期限を明示した改善要請と
その報告の提出を求める。改善要請だけでなく、研修や情報を提供し、サプライヤーの自主的な改善を支援する

	Ķ 国際機関と連携する
途上国の生産工場の労働条件改善と企業競争力向上を実現するために、国際的に信頼できる枠組みがある場合は
活用する。サプライヤー監査を一元化し負担を減らすことは、サプライチェーンの効率化・強化にもつながる

	Ķ 取り組みの成果を活用する
労働安全衛生委員会のような労使が対話して取り組む枠組みを中国の委託先工場でも実施し、問題解決を進める

サプライチェーン管理システムの構築と現場レベルでの改善による
委託先工場の労働環境・労働条件の向上

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）

サプライチェーン : 事例　2221　サプライチェーン : 事例

https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/image/wcms_761365.pdf
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_735052.pdf#page=18
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/publication/wcms_735052.pdf#page=18
https://www.ilo.org/wcmsp5/groups/public/---asia/---ro-bangkok/---ilo-tokyo/documents/image/wcms_761363.pdf


実践ポイント

よみどころ

事例：富士通株式会社

社員の多様性を尊重し、一人ひとり
が最大限の力を発揮できる企業文化
を確立し、必要な制度を充実させて
います。DX（デジタル・トランス
フォーメーション）企業としての競
争力に不可欠なイノベーションを促
していこうという経営戦略を、経営
トップが常に発信しています。ジェ
ンダー平等は重点課題として取り組
み、女性管理職を増やすための教育
や研修にも力を入れています。障が
いについての基礎知識や配慮事例を
まとめたマニュアルの作成や研修の
実施、聴覚障がいのある社員等との
コミュニケーションのための音声認

識ツールの活用、無意識の偏見につ
いて学ぶ e ラーニングの開発など、
多様性に関する幅広い取り組みを積
極的に実施している点は大変参考と
なります。多様な働き方を実現する
ために、制度・ルール、意識改革、
ICT・ファシリティの三位一体で働
き方改革を進めている点も重要で
す。テレワーク制度を全社に展開し
たことで、子育てや介護など時間に
制約のある社員も柔軟な働き方がで
きるようになりました。全社的に時
間に対する意識が高まり、効率的に
働けるようになった実感を持つ従業
員も増え、毎年実施する社員意識調

査でもワークライフバランスの実現
の数値が大きく向上するという効果
につながっています。2020 年の新
型コロナウィルスの世界的大流行に
より、日本でも在宅勤務が増え、働
き方改革が進みました。富士通のこ
れまでの取り組みが、ワークスタイ
ル変革の実践モデルとなることが期
待されます。

	Ķ 経営トップの発信
社員一人ひとりに対して、機会をとらえて重要なメッセージを発信する

	Ķ 教育・研修の充実
ジェンダー平等の促進に向け、意識や風土を変革するための研修や教育を導入する。障がい者雇用の推進にあた
り、障がい者自身を講師として「心のバリアフリー」研修を行う

	Ķ 働き方改革の推進
社員の要望を聞いて、テレワーク制度を導入し、柔軟な働き方を実現

	Ķ フォローアップも大切
社員意識調査を行い、取り組みの成果を確認する

企業競争力の向上に向け、あらゆる社員が力を発揮できる組織を実現する

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）職場における差別は、個人が職務に必要な能力や要件に

関係のない特徴（例えば、人種、性別、皮膚の色、など）

を理由に、他者とくらべて不利に扱われている状態をさ

します。差別からの自由は、基本的人権であり、すべて

の人が、その能力に基づいてみずからの職業を自由に選

択し、自己の潜在能力を最大限に伸ばし、報酬を得るこ

とが大切です。

＊	第30項：差別禁止の原則に則り、資格、技能及び経験を、労働者
の採用、配置、訓練及び昇進の基礎とすることが求められています

＊	第40項：多国籍企業は企業の現地管理者に対し、経験向上の機
会を企業内で提供することが求められています

ILO の中核的労働基準 * の一つに「雇
用及び職業についての差別待遇に関
する条約」（第 111 号）があります。
この条約は、あらゆる差別待遇を禁
止する、かなりの一般性をもった国
際人権条約です。�  

性による報酬の差別については、同
じく中核的労働基準である「同一価
値労働についての男女労働者に対す
る同一報酬に関する条約」（第 100
号）があります。

宣言チェック !

職場における平等

ILOビジネスのためのヘルプ
デスクでは、ILO多国籍企業
宣言で取り上げる労働に関す
るテーマについて、実際にあっ
た問い合わせに基づいたQ&A
を掲載しています。こちらをご
参照ください。

男女平等達成を数値化した「ジェンダー・ギャップ指数」（2021 年 3 月世界経済フォーラム
発表）によると、日本は世界 156 カ国中 120 位です。男女の所得格差、女性管理職や政治家
の数が少ないのが低い水準の要因です。また、OECD 調査によると、LGBT に関する法整備
状況は、OECD 加盟国の調査対象国 35 カ国中 34 位でした。日本は少子高齢化が最も進んで
いる国の一つであり、優秀な人材の確保は、企業にとっても喫緊の課題です。さらに、ESG
投資の浸透が進むにつれ、「社会（Social）」の評価項目にダイバーシティや女性の活躍が含
まれるようになり、日本企業にとって、職場の平等推進は優先課題となっています。

*国際労働基準と持続可能性に配慮した
調達ハンドブックに中核的労働基準の
説明があります（15ページ）。
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実践ポイント

よみどころ

事例：株式会社朝日新聞社

新聞業界は朝刊発行のために勤務が
深夜に及びやすい構造上の問題があ
り、朝日新聞社では、育児や介護な
どのライフステージの変化を受けや
すい女性社員が働き続けることがで
きるように、育児休業、介護休業、
短時間勤務、在宅勤務や再雇用等の
制度を導入し、その制度を利用しや
すい風土づくりも併せて行っている
点が非常に注目されます。管理職研
修で部下から相談を受ける際の対応
方法を指導している点も参考となる
取り組みです。女性だけに限定した

研修を実施するのではなく、産休・
育休後の研修には社員のパートナー
の参加も奨励し、男女の平等な活躍
のためには家事・育児に協力してあ
たることの必要性を強調し、意識改
革に努めている点も大事な取り組み
です。また、介護などで多くの社員
が長期休暇を取ることも考えられる
ことから、「お互いさま」という精
神を持つよう呼びかけている点も重
要です。社員の約半数が勤務する編
集部門は、長時間労働となりがちで
あるため、勤務時間を把握し、休暇

を取得するよう管理職が指導するな
どの労働時間削減への取り組みも参
考となります。同業他社からも問い
合わせがあり、業界全体の変化も後
押ししています。社内での取り組み
に加え、社会全体の活性化と意識改
革を促すために、紙面でもジェン
ダーについて考える記事を特集する
など、今後も新聞社ならではの取り
組みが期待されます。

	Ķ 制度整備と社内風土づくり
女性が働きやすい職場づくりのために、育児休業、短時間勤務や在宅勤務制度などを導入し、介護休暇なども含め、
すべての社員が休みやすい社内風土づくり（管理職研修、「お互いさま」の精神など）に取り組む

	Ķ 男女の平等な活躍を推進
産休・育休後の研修であっても、参加者を女性に限定せず、パートナーの参加も奨励し男女で協力するよう働き
かける。女性だけでなく男性社員の育児休業取得や柔軟な勤務時間制度の利用を促進する

	Ķ 時間管理と休暇取得で労働時間削減
長時間労働となりがちな編集部門の社員が約半数いるため、可能な限り正確に労働時間を把握し、休暇取得を働
きかけ、記事の締め切り時刻を前倒しするなど、できることを実行する

	Ķ 意識変革に挑戦
自社の紙面で多様な女性の生き方に寄りそう記事を特集することで、社会全体の意識改革にも取り組んでいる。
社会への発信は重要

誰もが働きやすい職場づくりに取り組む

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）

実践ポイント

よみどころ

事例：日本航空株式会社

JAL グループの行動規範の一つとし
て、一人ひとりの尊重と働きがいを
かかげ、包括的な施策の実施を進め
ています。しかし、女性活躍推進に
力を入れているにもかかわらず、女
性管理職比率が伸び悩み、その原因
を分析したところ、女性の離職率の
高さ、さらに男性社員の画一的な働
き方と長時間労働、女性社員のキャ
リア構築機会の不足といった問題点
が明らかとなりました。個々の状況
や希望に応じた多様な働き方ができ
ないことに根本的な原因があること

を突き止め、多様な働き方の実現に
向け重点的に改善を重ねている様子
が描かれています。社長のリーダー
シップのもとで、ワークスタイル変
革推進室を設置し、物理的にリモー
トワークができるようノート PC を
配備し文書を電子化し、仕事を休む
ことを応援するケア施策などのさま
ざまな取り組みを実施した結果、従
業員満足度調査における女性社員の
満足度が大きく改善し、女性管理職
比率も向上しました。さらに管理職
への周知も徹底し、全社員の総実労

働時間も減少しています。改革は、
トップダウンとともにボトムアップ
でも進められ、現場で働くさまざま
な社員が経営層と意見交換や提言を
行う場も作られました。LGBT 理解
の促進にも注力し、すべての社員に
とって働きがいのある多様な働き方
の実現をめざした取り組みは大変参
考となります。

	Ķ 行動規範を策定し、経営トップが直接関与する
人権の尊重と多様性、働きがいにあふれる労働環境の達成をめざす行動規範を策定し、グループ企業全体で取り
組む。経営トップがリーダーシップを取り、ワークスタイル変革推進室を設置し対策を取る

	Ķ 働き方を見直し、具体的な対策を取る
女性活躍を推進するため、多様な働き方が実現できるようテレワークを推進し、人事評価制度の見直しや女性社
員向けのメンタリング、育児中の社員がネットワーキングする場（パパ・ママカフェ）を設けるなど、さまざま
な具体策を取る

	Ķ 従業員の声を聞く
取り組みの効果が計測できるよう、従業員満足度調査を実施する

	Ķ 多様性に対する理解を進める
LGBTについて理解促進のための研修や、同性パートナーシップ制度の導入、社外イベントへの参加などを実施
する

女性活躍に特化しない、包括的な施策を通じた多様性の推進

（事例本文は、こちらをクリックして下さい）
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実践ポイント

よみどころ

事例：株式会社パソナグループ

人材派遣会社であるパソナグループ
は「社会の問題点を解決する」こと
を企業理念とし、『人を活かすこと』
が自社の仕事であると定義、社員の
多様性を活かす職場環境の実現と雇
用創出に取り組んでいます。なかで
も障がい者雇用の促進に力を入れて
おり、民間企業の法定雇用率（2.2％、
2021 年 4 月現在）の 2 倍以上の障が
い者を雇用しています。特例子会社
パソナハートフルでは、障がい者が
能力や特性に合わせてさまざまな業
務に携わることができる機会の拡大
につとめ、アート事業、農業事業、

パン工房事業などの複数の事業を運
営しています。特別支援学校の生徒
や先生を対象に教育研修事業を実施
したり、都の委託を受けて障がい者
雇用が進んでいない企業向けの研修
も実施したりしています。パン工房
やオフィスへの見学も受け入れ、社
会に向けた発信を続けている点も重
要です。入社時の研修では企業理
念の浸透に力を入れ、健常者と障が
い者の社員が日常的に接する職場環
境となっています。給与は対応可能
な業務量を鑑みて健常者の社員と同
じ基準で算出し、昇格も同じ基準を

適用し公平な待遇とすることでモチ
ベーションも高まり、マネージャー
職で働く障がいのある社員もいる点
は大変注目されます。健常者の社員
にとっても、障がいのある社員の活
躍が刺激となっている点は注目され
ます。
本業の人材紹介事業においても、障
がい者の就労支援を実施し、受け入
れ先企業に対して障がい者の特性に
応じたマネジメント教育を提供し、
定着率が大きく向上しています。

	Ķ 企業理念を掲げ真摯に取り組む
入社時研修を含め社員に企業理念が浸透するよう働きかける

	Ķ 能力と特性に合わせた事業
障がいの程度や才能に合わせた育成カリキュラムや研修を実施し、活躍する場を提供する（アーティストとして
活躍する社員もいる）

	Ķ 公平な待遇
給与や昇格も同じ基準を適用することで、モチベーションを高める

	Ķ 同じ職場で働く
障がい者と健常者の社員が日常的に接する職場環境で、お互いが刺激を受け、双方のモチベーションが向上する
ような環境を整える

「人を活かす」を理念に障がい者の雇用創出と公平な待遇を実現

（事例本文は、こちらをクリックして下さい） 参考資料一覧
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持続可能性に
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ハンドブック

ILO ビジネスのためのヘルプデスクは、企業の
経営者、人事・労務・CSR 担当者、従業員の方々
が、国際労働基準により良く整合した事業展開
や、良好な労使関係を促進する上で役立つ情報
を提供するサービスです。企業から寄せられる
特定の質問に回答する「個別アシスタンス」と、
ツールやノウハウを紹介する「ウェブサイト」
があります。
ヘルプデスクにお問い合わせのあったケースに
基づいた回答をまとめた Q&A はこちらをご覧
ください。
ツールなど参考となる資料はこちらをご覧くだ
さい。

「アジアにおける責任あるサプライチェーン」プロ
ジェクトについてはこちらをご覧ください。

ILO と東京 2020 組織委員会との協力については 
こちらをご覧ください。
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